（様式第１号の２）
起業準備活動計画書記入ガイド
※日本語で記載ください
※同じ事業で複数人が申請する場合も、計画書は、申請人毎に作成ください。

		 年　　 月　　 日アルファベットまたは漢字で記載ください。

申請人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　申請人の概要　
	(1) 起業の動機及び将来の展望
将来の展望については、事業の成長性や継続性についても、記載ください。





	(2) 横浜市で起業する理由（なぜ横浜市なのか具体的に記載）
なぜ、横浜市で起業する必要があるのか、経緯や理由を明確に記載ください





	(3) 事業における申請人の役職・役割


	(4) 申請人の事業経験

	a経営の経験
	□ 事業を経営した経験はない。
□ 事業を経営した経験がある。
（事業を開始した時期：　　　　年　　月）
（既にその事業をやめている場合、廃止時期：　　　　年　　月）

	b事業に必要な資格
	□ 有（						取得：　　年　月）
□ 無

	c 知的財産権
	□ 有（					　　　申請中 登録済）
□ 無

	(5) 本事業に共同で申請する方がいる場合は、その申請人の氏名を記載してください。


	(6) 起業の予定　※起業時に想定されるものを記載してください

	a 開業予定日
	　　　　　　　年　　　　月　　　　日　※法人登記日、開業届出日など

	b 業　種
	事業対象分野（該当分野を☑で記載）
□⑴ ＡＩ及びＤＸなど革新的技術を用いた事業
□⑵ 健康医療分野
□⑶ 知識集約・付加価値創造型事業
□⑷ その他、新たな製品・サービスやビジネスモデル創出を目指す事業※
　　※具体的な業種（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）提供する商品・サービスについての説明を端的に記載ください。


	c 提供する商品・
サービス
	

	d 事業所開設場所
	横浜市　　　　区　　　　　　　　　　　　（建物名）事務所開設場所が決まっていない場合は、想定している区等を記載ください。


	e 資本金
（または自己資金）
	　円
	

	f 株主構成
（持分比率）
	株主名
	住所
	持分比率

	
	
	持分比率の合計が100となるように記載ください。
住所が決まっていない場合は、その旨を記載ください。

	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合計
	

	g 役員
※申請人以外
	氏名：
	国籍：

	
	住所：
	役職：

	
	勤務形態：
	

	h 従業員数
	社員　　　　名、パート･アルバイト　　　　名、計　　　　名
申請者、役員以外の従業員数を記載ください。



	(7) 外国人起業活動促進事業または国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業による在留資格を過去に取得したことの有無と、取得している場合はその期間を記載してください。

	a 取得の有無
		取得あり	・	取得なし

	b 「取得あり」の場合はその期間
	



２　事業の概要
	(1) 解決しようとしている課題とその課題を抱える顧客像

	











	(2) 課題を解決する商品・サービスの内容

	
商品・サービスの内容について、平易かつ明確な表現で記載ください。
また、独自性や課題解決のプロセスがわかるように記載ください。










	(3) ビジネスモデル（誰からどのように収益を上げるか、販売先、販売方法等）

	事業の収益性や成長性、継続性がわかるよう、できる限り具体的に記載ください。









	(4) 商品・サービスの競合優位性

	提供する商品・サービスの競合との相違点や独自性、市場における優位性について、定量的に記載ください。


	(5) ロードマップ（６ヶ月後と１２ヶ月後の到達目標）

	

	(6) 協力先と協力内容（商品・サービスの製造元、仕入先、営業協力先、連携先など）

	

	(7) 起業予定者を含む構成メンバーの詳細（経歴等）

	構成メンバーの経歴や事業における役割について、具体的に記載ください。


	(8) 必要となる経営資源（事業資金、事務所、設備、ライセンス、従業員等）

	
事業開始にあたって必要な経営資源について、項目ごとで具体的に記載ください。








３　起業に必要な資金と調達方法
法人設立（開業）予定日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（予定）
開業時の手持ち資金（現金預金残高）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（予定）
	必要な資金
	金額
	資金の調達方法
	金額

	設備資金
	※店舗、工場、機械、備品など
【内訳】
・
・
・
・
・



	円
	自己資金






	円

	
	
	
	その他（借入等）
【内訳・返済方法】
・

・

・

・

・
	円

	運転資金
	※商品仕入、経費支払資金など
【内訳】
・
・
・
・



	円・必要な資金の合計金額と資金の調達方法の合計金額が同額となるよう、記載ください。
・それぞれの項目の内訳についても、できる限り詳細に記載ください。

	
	

	合計
	円
	合計
	円





４　事業の見通し（利益計画・資金計画）
法人設立（開業）予定日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（予定）
「経営・管理」ビザ変更申請予定日　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（予定）
	開業時の手持ち資金（予定）
	円（現金預金残高）

	「経営・管理」変更申請時の手持ち資金（予定）
	円（現金預金残高）

	決算期（　　月末）予定
	第1期
	第2期
	第3期

	売上・資金調達等
	売上高
	
	
	

	
	
	

	円
	円・各項目について、現実的な経営計画に基づき記載ください。
・売上高については、商品・サービスの種別ごとに記載ください。
・売上原価および管理費については、内訳ごとで詳細に記載ください。

	円

	
	
	

	円
	円
	円

	
	新規借入金

	円
	円
	円

	
	自己資金繰入

	円
	円
	円

	
	減価償却費

	円
	円
	円

	
	その他

	円
	円
	円

	
	合　　計（A）
	円
	円
	円

	経費
	売上原価
	
	
	

	
	
	

	円
	円
	円

	
	
	

	円
	円
	円

	
	
	

	円
	円
	円

	
	人件費
	
	
	

	
	
	正社員

	円
（	人）
	円
（	人）
	円
（	人）

	
	
	パート等
	円
（	人）
	円
（	人）
	円
（	人）

	
	販売管理費及び一般管理費
	
	
	

	
	
	

	円
	円
	円

	
	
	

	円
	円
	円

	
	
	

	円
	円
	円

	
	不動産
（建物、敷金等）
	円
	円
	円

	
	設備
（機械、備品等）
	円
	円
	円

	
	借入金返済

	円
	円
	円

	
	その他

	円
	円
	円

	
	合　　計（B）
	円
	円
	円

	差引(A－B）
	円
	円
	円



５　資金繰り表
単位：円
	年　月
	
	
	
	
	
	

	　前月繰越（金）（A）
	
	
	
	
	
	

	営業収入
	現金売上
	
	
	・開業月以降で１カ月ごとに記載ください。
・それぞれの項目に齟齬や計算の誤り等がないか、ご確認ください。

	
	
	

	
	売掛金の回収
	
	
	
	
	
	

	
	受取手形の期日入金
	
	
	
	
	
	

	
	前受金の入金
	
	
	
	
	
	

	
	その他の入金
	
	
	
	
	
	

	
	収入合計（B）
	
	
	
	
	
	

	営業支出
	現金仕入
	
	
	
	
	
	

	
	買掛金の支払
	
	
	
	
	
	

	
	支払手形の期日決済
	
	
	
	
	
	

	
	未払金の支払
	
	
	
	
	
	

	
	設備支出
	
	
	
	
	
	

	
	広告宣伝支出
	
	
	
	
	
	

	
	支払家賃
	
	
	
	
	
	

	
	人件費支出
	
	
	
	
	
	

	
	人件費（生活費等）支出
	
	
	
	
	
	

	
	外注費支出
	
	
	
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	
	
	
	

	
	その他の支払
	
	
	
	
	
	

	
	支出合計（C）
	
	
	
	
	
	

	差引過不足（D）=B-C
	
	
	
	
	
	

	財　務　収　支
	借入
	
	
	
	
	
	

	
	手形割引
	
	
	
	
	
	

	
	借入金返済
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	財政収支合計（E）
	
	
	
	
	
	

	当月差引金額（F）=D+E
	
	
	
	
	
	

	次月繰越（金）（A+ F）
	
	
	
	
	
	




	年　月
	
	
	
	
	
	

	　前月繰越（金）（A）
	
	
	
	
	
	

	営業収入
	現金売上
	
	
	
	
	
	

	
	売掛金の回収
	
	
	
	
	
	

	
	受取手形の期日入金
	
	
	
	
	
	

	
	前受金の入金
	
	
	
	
	
	

	
	その他の入金
	
	
	
	
	
	

	
	収入合計（B）
	
	
	
	
	
	

	営業支出
	現金仕入
	
	
	
	
	
	

	
	買掛金の支払
	
	
	
	
	
	

	
	支払手形の期日決済
	
	
	
	
	
	

	
	未払金の支払
	
	
	
	
	
	

	
	設備支出
	
	
	
	
	
	

	
	広告宣伝支出
	
	
	
	
	
	

	
	支払家賃
	
	
	
	
	
	

	
	人件費支出
	
	
	
	
	
	

	
	人件費（生活費等）支出
	
	
	
	
	
	

	
	外注費支出
	
	
	
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	
	
	
	

	
	その他の支払
	
	
	
	
	
	

	
	支出合計（C）
	
	
	
	
	
	

	差引過不足（D）=B-C
	
	
	
	
	
	

	財　務　収　支
	借入
	
	
	
	
	
	

	
	手形割引
	
	
	
	
	
	

	
	借入金返済
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	財政収支合計（E）
	
	
	
	
	
	

	当月差引金額（F）=D+E
	
	
	
	
	
	

	次月繰越（金）（A+ F）
	
	
	
	
	
	


単位：円

６　起業活動の工程表
申請日から更新申請日までは、起業準備活動の実績を記入してください。
更新申請日以降、起業準備活動の予定を記入してください。
創業活動の工程表（その１　申請～６月目まで）
	時点
	創業活動状況
	必要経費
（調達方法）

	申請時点
	・申請月から、経営・管理ビザ変更申請予定日までの活動予定を記載ください。
・各月の活動予定について、できる限り具体的に記載ください。
・必要経費の項目には、調達方法を併せて記載ください。

	

	年　月
（1月目）
	
	

	年　月
（2月目）
	
	

	年　月
（3月目）
	
	

	年　月
（4月目）
	
	

	年　月
（5月目）
※起業準備活動更新
申請時
	
	

	年　月
（6月目）
※在留資格
更新申請時
	
	


· 申請日以降、創業のために行う準備の状況を明らかにしてください。（所持している資金、資金調達、投入する資金、事業所及び設備、従業員、販売先開拓、仕入先/取引先、販売商品・サービス、許認可の資格取得、法人登記など）
· 必要経費にはその調達方法も記載してください。（自己資金、銀行借入など）

　　　　　創業活動の工程表（その２　７月目～12月目まで）

	時点
	創業活動状況
	必要経費
（調達方法）

	年　月
（７月目）
	
	

	年　月
（８月目）
	
	

	年　月
（９月目）
	
	

	年　月
（10月目）
	
	

	年　月
（11月目）
	
	

	年　月
（12月目）
※在留資格
変更申請時
	
	


· 申請日以降、創業のために行う準備の状況を明らかにしてください。（所持している資金、資金調達、投入する資金、事業所及び設備、従業員、販売先開拓、仕入先/取引先、販売商品・サービス、許認可の資格取得、法人登記など）
· 必要経費にはその調達方法も記載してください。（自己資金、銀行借入など）



1

